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１ 事業概要 

県と神戸市が共同し、行政分野でﾄﾞﾛｰﾝを先行的に活用し、その効果を県内企業等に示すことで、 

次世代産業の創出、県民の更なる安全安心な暮らしや、行政ｻｰﾋﾞｽの向上・業務の効率化につなげる 

【R1 年度の実施内容】 

①多様な行政分野でのﾄﾞﾛｰﾝの利活用検証、②県民・事業者の意識醸成のための普及啓発 

③有識者会議を開催しﾄﾞﾛｰﾝ利活用の有効性を検証 

【参考１】有識者会議構成員（11/13、3/17 開催） 
荒木 望 県立大学大学院工学研究科准教授 関 治之 (一社)ｺｰﾄﾞ･ﾌｫｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ代表 

武田 圭史 慶応義塾大学環境情報学部教授 兼県参与（座長）  湯川 ｶﾅ (一社)ﾘﾍﾞﾙﾀ学舎代表理事 兼県広報官  

鈴木 真二 東京大学未来ﾋﾞｼﾞｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ特任教授（ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）   

【参考２】国の「空の産業革命に向けたﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ2019」（小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会） 

現 行 ﾚﾍﾞﾙ１（目視内での操縦飛行）、ﾚﾍﾞﾙ２（目視内での自動飛行） 

概ね 2018 年度～ ﾚﾍﾞﾙ３（無人地帯で補助者なし目視外飛行） 例：山間部の荷物配送 

概ね 2022 年度～ ﾚﾍﾞﾙ４（有人地帯で補助者なし目視外飛行） 例：都市の物流、警備 

 

＜今年度事業の全体像＞ 

ﾚﾍﾞﾙ３飛行を含む行政分野での先駆的な 14 の利活用を実施 

(1) 防災訓練等での活用  Ⅲ R1年度の総括と今後の検討課題
(2) 県庁周辺地域の現況把握調査 (1)成果
(3) 観光用動画・静止画の撮影   ①業務の効率性が大幅に向上　
(4) 森林植生等の資源量調査   ②作業の安全性が大幅に向上
(5) ﾚﾍﾞﾙ3飛行による森林資源量調査   ③新たな活用方法を開拓
　  の一部実施　※自治体で全国初 (2)課題
(6) 鳥獣対策   ①個別事業ごとの成果検証に留まっている
(7) 土砂災害箇所抽出調査   ②少数の条件下でのｺｽﾄ情報しか得られて
(8) 治山施設・周辺地形等の健全度調査 　　いない
(9) 森林病害虫被害森林調査   ③取組･実証成果の情報発信の効果が限定的

(11)河川現況調査  Ⅳ R2年度の取組
(12)土砂災害対策基礎調査・倒木ﾘｽｸ調査 官民での本格活用に向け、行政分野のほか
(13)海岸防護施設の健全度調査 官民連携分野での検証等を実施
(14)ニホンジカの生息状況調査 行政 ①実用化に向けた深掘り検証

分野 ②新たな利活用方法の検証
③官民連携分野での共同ﾓﾃﾞﾙ事業

Ⅱ 事業評価・普及啓発 　(公益性･実証性が高いもの)
(1)有識者会議の開催（11/13、3/17） ④企業ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄによる民間での利活用
(2)普及啓発 　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ展開の促進
  ①国際ﾌﾛﾝﾃｨｱ産業ﾒｯｾ（9月） ⑤有識者会議の開催
  ②ふれあいﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ（10月） ⑥普及啓発（検証成果の県内・全国
  ③ひょうご安全の日のつどい（1月） 　向け発信等）
  ④ﾄﾞﾛｰﾝ活用ｾﾐﾅｰ（12月～2月） ⑦検討課題の専門的分析・体系化

 （委託調査）

Ⅰ 利活用検証

(10)冬期通行不能区間の道路積雪状況・
　  道路施設の調査

官民
連携
分野

共通
項目

 

 

 

 

２ ドローンの利活用検証の結果 

R1 年度の実証検証（有識者会議での指摘・提言含む）の結果は以下のとおり 

＜担当課評価＞ 有効性･精度･安全性･ｺｽﾄから評価（Ａ：実用化の可能性が高い、Ｂ：課題はあるが

実用化に向け解決可能（うち B＋：より大きな効果が期待されるもの）、Ｃ：実用化には高度な技術

的課題がある） 

テーマ 

[担当課] 

検証内容・結果概要 

[実施時期・場所] 

成果・課題 

[○：成果、△：課題] 

(1)防災訓練等での

活用  

[災害対策課等] 

 

担当課評価： 

右記①～③：Ｂ 

        ④：Ａ 

①ｽﾋﾟｰｶｰにより上空から避難誘導 

②模擬医薬品を約 400m 空輸 

③訓練の空撮映像を現場本部に配信 

[ ②③ 9 月 揖保川（河川敷）、①③円山川

（川沿い）、11 月 淡路市（港）、南あわじ市

（郊外）、1 月 神戸市（海岸）] 

○：災害発生時に職員が地上で行うよりも高い

効率性と安全性が期待できる 

△：①多言語での避難広報手法の検討が必要 

  ②運搬可能な重量、大きさが限られる 

→ 検証継続し実用できる場面を精査 

④赤外線ｶﾒﾗにより夜間遭難者捜索訓練 

[2 月 佐用町（山林）] 

○：夜間に広範囲を捜索でき、現在の日中限

定の捜索と比べ人員の大幅削減が可能 

△：・気温と体温の差が小さいと効果が薄い 

  ・災害等発生場所（地形、障害物）によって 

は飛行が制限される可能性あり 

→ 業務での活用を通して運用知見を蓄積 

(2)県庁周辺地域

の現況把握調査 

[新庁舎整備課] 

担当課評価：A 

県庁周辺地区の現況を空撮調査、県庁周

辺再整備の間の定点観測ﾎﾟｲﾝﾄを設定 

[1 月 神戸市（県庁周辺 12ha）] 

○：国土地理院公開ﾃﾞｰﾀよりも高画質 

△：市街地・第三者上空を飛行する前の関係各

所への承認申請、周知等に労力が必要 

→ 市街地上空飛行のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが整理されれ

ば他の都市部での活用拡大も期待できる 

(3)観光用動画・ 

静止画の撮影 

[観光振興課] 

 

担当課評価：A 

神戸ﾏﾗｿﾝ、竹田城跡、渦潮等、県内名勝

18 箇所の映像を 4K ｶﾒﾗ及び 360°VR ｶﾒﾗ

で空撮 

[11～3 月 ①神戸ﾏﾗｿﾝ、②氷ノ山、③天滝、

④砥峰高原、⑤小野ｱﾙﾌﾟｽ、⑥竹田城、 

⑦利神城、⑧神子畑選鉱場跡、⑨洲本温

泉、⑩山陰海岸ｼﾞｵﾊﾟｰｸ、⑪河原町妻入商

家群、⑫砥峰高原ﾎﾜｲﾄﾋﾟｰｸ、⑬渦潮、⑭城

崎温泉、⑮ﾎﾟｰﾄﾀﾜｰ、⑯有馬温泉、⑰夢舞

台、⑱黒井城] 

○：空撮映像は見応えがあり、新しい角度から

観光地を紹介できる 

△：・飛行の了承を得るための関係者調整に時

間が必要 

  ・飛行の可否が天候に左右される 

・周辺住民、観光客への飛行計画の周知方

法に工夫が必要 

→ 撮影した映像は、観光 PR に限らず今後

様々な場面での活用が期待できる 

 

    

(1)夜間赤外線捜索訓練          (2)県庁周辺の空撮画像            (3)観光動画 

県庁 

公館 
手を振る 
遭難者役 

令和元年度ドローン先行的利活用事業の実施状況と今後の取組 

渦潮 

拡大画像 神戸ﾏﾗｿﾝ 竹田城 

神子畑選鉱場跡 

作成年月日 令和２年３月 30 日 

作成部局 産業労働部新産業課 
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(4)森林植生等の

資源量調査 

[林務課] 

 

担当課評価：Ｂ＋ 

・写真撮影、ﾚｰｻﾞ計測に

より森林資源量（樹高･

立木本数等）を解析 

・過去の航空ﾚｰｻﾞ測量ﾃﾞ

ｰﾀとの差分処理により

伐採箇所を抽出 

[12 月 宍粟市（山林 111ha）] 

○：・得たﾃﾞｰﾀは県林務担当が保有するものの中で最も高精度 

 ・現行の調査手法では得られない地形等の複数のﾃﾞｰﾀが得ら

れる 

・山林への立入りが不要で作業者の安全性が高い 

△：・目視外飛行とならない飛行方法の立案に時間が必要 

  ・航空測量と比べると調査面積あたりの費用が割高 

→ 費用が割高なため調査範囲・求める精度に応じて航空測量と

の使い分けが必要だが、安全性が高く実用可能性がある 

(5)ﾚﾍﾞﾙ 3 飛行によ

る森林資源量調

査の一部実施 

[新産業課、林務課] 

 

担当課評価：Ｂ 

県庁から約 70km 離れた

地点のﾄﾞﾛｰﾝを LTE 電波

網を通じて遠隔操作し、

森林を写真測量 

＜ﾚﾍﾞﾙ 3 飛行による森林

資源量調査は自治体とし

て全国初＞ 

[2 月 宍粟市（山林 1.2ha）] 

○：・ﾃﾞｰﾀの精度はﾚﾍﾞﾙ 2 飛行（目視内飛行）と遜色なし 

  ・専門職員の現地訪問が不要となり効率が大幅に向上 

△：・通信電波の到達距離（本件では LTE 電波のｶﾊﾞｰｴﾘｱ）で飛

行範囲が制限される 

・国のﾚﾍﾞﾙ 3 飛行の許可承認基準が厳しく、許可承認に時間

が必要（本件では約 3 ヶ月） 

・同許可承認手続き、地元調整等に多大な労力を要し費用（人

件費）が嵩む 

（国の許可承認基準は緩和方針のため、手続き等にかかる費

用は下がる見込み） 

→ 遠隔でのﾄﾞﾛｰﾝ飛行は応用幅が広いため、本業務以外にもﾚ

ﾍﾞﾙ 3 飛行の効果が発揮される業務・場所の検証を進める 

 

(6)鳥獣対策 

[鳥獣対策課] 

 

担当課評価： 

右記①：Ｂ、②Ｂ 

①赤外線ｶﾒﾗにより山中のｼｶ・ｲ

ﾉｼｼの生息状況を調査（ﾊﾝﾀｰ

による捕獲の支援を想定） 

（固定翼機でも実施） 

[2 月 丹波市（山 120ha）] 

○：赤外線ｶﾒﾗで発見できることを確認 

△：樹冠下の動物は赤外線ｶﾒﾗでの捕捉が困難 

→ 実用化には高精度な赤外線ｶﾒﾗの使用や、林間飛行

を行う等の工夫が必要 

 

②ｶﾜｳにﾄﾞﾛｰﾝを接近させ、音等

による一定方向への追い込み

可否を検証 

[3 月 赤穂市（千種川下流 6km）]  

○：ﾄﾞﾛｰﾝに反応して逃げることを確認 

△：ﾄﾞﾛｰﾝ 1 機ではｶﾜｳが四散し、一定方向への誘導は 

不可 

→ 複数機体の協調運用等により、実用可能性を引き続き 

検証 

(7)土砂災害箇所

抽出調査 

[治山課] 

 

担当課評価：Ｂ＋ 

山地のﾚｰｻﾞ測量を行い、過去の

航空ﾚｰｻﾞ測量ﾃﾞｰﾀと差分処理

し、山腹崩壊箇所を抽出 

[1 月 丹波市（山 144ha）] 

○：現地踏査に比べ格段に広範囲を迅速・正確・安全に

調査可能 

△：調査面積あたりの費用が現行手法と比べ割高 

→ 山腹崩壊箇所の抽出に加え、移動土砂量の算定等が

出来れば、なお活用可能性が広がる 

 

 

(8)治山施設・周辺

地形等の健全度

調査 

[治山課] 

 

担当課評価：Ｂ＋ 

超高画質ｶﾒﾗ及びﾚｰｻﾞｽｷｬﾅに

より、人が接近困難な治山ﾀﾞﾑの

変状(ｸﾗｯｸ、変形)及び植物が繁

茂したｺﾝｸﾘｰﾄ製法枠工の変状

の点検可否を検証 

[2 月 六甲山（山 1ha）、淡路市

（山斜面 1ha）] 

○：・高所作業が不要で、現行手法と比べ安全性が高い 

  ・高解像度ｶﾒﾗにより施設の微細なｸﾗｯｸまで確認可能 

△：・変状有無から詳細調査や施設補修の要否を判断す

る基準づくりが行政側に必要 

・調査箇所あたりの費用が現行手法と比べ割高 

→ 解析結果の活用基準が整備できれば、治山施設の効

率的な点検に繋がる可能性あり 

(9)森林病害虫 

被害森林調査 

[森林保全室] 

 

担当課評価：B 

 

森林の空撮画像を目視判定し、

樹木変色から病害虫等被害疑い

木を抽出。さらに、道路との距離

から倒木時の危険度を分類

[7,8,9 月 再度山,森林植物園

（森林 150ha）] 

○：目視調査と比べ広範囲の調査が可能 

△：・ﾃﾞｰﾀ解析手法に改善余地あり（AI 活用） 

  ・民有地上空の場合は地権者調整が必要 

  ・調査面積あたりの費用が割高 

→ ﾃﾞｰﾀ解析技術の向上、費用の低減が課題 

 

(10)冬期通行不能

区間の道路積

雪状況、道路

施設の調査 

[道路保全課] 

担当課評価：Ｃ 

積雪した道路を写真撮影し、過

去の航空ﾚｰｻﾞ測量ﾃﾞｰﾀ（非積雪

時）との差分処理により積雪量を

計測。また道路施設の積雪によ

る被害状況を確認 

[2 月 香美町（山道 2.8km）] 

○：・現在は不可能な積雪量の推計が可能 

  ・積雪で到達不能な地点の道路施設の確認が可能 

△：目視範囲・電波到達距離の制限から、道路全長の調

査は困難 

→ 山間部の地形・電波の制限から範囲全体の調査が困

難なため、当面実用化は困難 

(11)河川現況調査

[河川整備課] 

 

担当課評価：Ｂ＋ 

ｸﾞﾘｰﾝﾚｰｻﾞｽｷｬﾅにより上空から

河床の地形を計測し、土砂の堆

積量を推計。ﾚｰｻﾞ計測により河

川敷の地形等を調査 

[2 月 赤穂市（千種川 1ha）、相生

市（矢野川 1ha）] 

○：・河川内での作業が不要で、作業者の安全性が高く、

作業効率も高い 

  ・業務に必要な測量精度が確保できており今後 ICT 土

工（機械施工）の基盤ﾃﾞｰﾀとしての活用が期待できる 

△：ｸﾞﾘｰﾝﾚｰｻﾞｽｷｬﾅが普及しておらず、現行手法より費用 

が割高 

→ ｸﾞﾘｰﾝﾚｰｻﾞ測深機が普及し費用が下がれば業務での

実用化の可能性あり 

 

     
(4)樹種判別        (4)未間伐地の抽出        (5)ﾚﾍﾞﾙ 3 飛行：県庁での操作 現地のﾄﾞﾛｰﾝ 

    

(6)ﾄﾞﾛｰﾝで四散するｶﾜｳ    (7)土砂災害箇所の抽出       (8)治山ﾀﾞﾑのｸﾗｯｸ     (9)病害虫被害疑い木 

      
(10)積雪道路の施設確認      (11)ｸﾞﾘｰﾝﾚｰｻﾞによる河床計測(青線) (11)河川敷・河川の地形陰影図 

赤：過去地形と比べ凸 
青：過去地形と比べ凹 

手前からﾄﾞﾛｰﾝ接近 

広域写真 

未間伐地 

拡大写真 

拡大画像 

間伐地 
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(12)土砂災害対策
基礎調査・倒木
リスク調査 
[神戸市防災課

(治山砂防担当)、

公園部整備課] 
 
担当課評価：Ｂ＋ 

垂直離着陸型固定翼ﾄﾞﾛｰﾝ
により約 1km 離れた山間部
の渓流沿いを写真撮影し、
立木の枯損等及び土砂災
害による地形変状を調査 
（災害後の調査を想定） 

[2月 神戸市（高雄山50ha）] 

○：・固定翼ﾄﾞﾛｰﾝの長時間飛行により、短時間で広範囲を調
査可能 

  ・災害後の山地に行かずに遠隔から調査できるため安全性
が高い 

△：目視範囲・山間部の気流の影響で調査地点に接近できず
遠方からの撮影となった 

→ 長距離・長時間飛行は災害直後の迅速な被害状況の調査
に効果的。高性能ｶﾒﾗを用いれば遠方からの空撮でも実用
性あり 

(13)海岸防護施設
の健全度調査 
[神戸市防災課

(津波高潮担当)] 

担当課評価：B 

令和 2 年度の台風季前の記
録として約 6.6km の区間の
港湾施設（ﾃﾄﾗﾎﾟｯﾄﾞ等）の状
態を調査 
[2 月 神戸市（須磨～和田
岬、六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ 計 6.6km）] 

○：現行手法の職員による目視調査と比べ効率的かつ高精度 
△：電波到達距離等の制約で飛行距離が短い 
→ 使用電波の変更等により飛行距離が伸びれば実用の可能

性あり 

(14)ニホンジカの生
息状況調査 
[神戸市環境都

市課] 

 
担当課評価：Ｂ 

赤外線ｶﾒﾗを用い、夜間に
広範囲の公園のｼｶ・ｲﾉｼｼ
の生息数を調査 

[2 月 神戸市（藍那地区
300ha）] 

○：・地上での定点観測では不可能な範囲全域の調査が可能 
  ・山中に立ち入ることなく調査でき作業の安全性が向上 

△：・周辺障害物を避けるために行った高い高度での飛行で
は、一部写真でｼｶと判別するための解像度が不足 

 ・個体の特定が出来ないためﾀﾞﾌﾞﾙｶｳﾝﾄの可能性あり 
→ 高性能赤外線ｶﾒﾗを使用すれば、広範囲のおおよその個

体数を把握するのに効果的 

 

[委託事業者（企画提案公募で決定）]  

(1)(2)(3)(14):㈱T&T(赤穂市)、(4)(5):KDDI㈱及び国際航業㈱(東京都)、(6)(7)(9)(10)(12)(13): 
ｽｳｨﾌﾄ･ｴｯｸｽｱｲ㈱(神戸市)、(8):㈱WorldLink&Company(京都府)、(11):朝日航洋㈱（東京都） 

３ 普及啓発 

 県民・事業者の意識醸成、実証検証成果の広報等のため、以下の普及啓発活動を実施 

日時 ﾌﾞｰｽ出展ｲﾍﾞﾝﾄ ﾌﾞｰｽ訪問者 実施内容 

9 月 国際ﾌﾛﾝﾃｨｱ産業ﾒｯｾ 
(神戸国際展示場) 

約 500 名(事業者等) ①ﾄﾞﾛｰﾝ展示、②事業成果ﾊﾟﾈﾙ展示、
③屋内ﾃﾞﾓ飛行等 

10 月 ふれあいﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ 
(三木総合防災公園) 

約 100 名(県民の方等) ①ﾄﾞﾛｰﾝ展示、②事業成果ﾊﾟﾈﾙ展示 

1 月 ひょうご安全の日のつどい 
(HAT 神戸なぎさ公園) 

約 150 名(県民の方等) ①ﾄﾞﾛｰﾝ展示、②事業成果の映像展示、
③同会場での防災訓練(来場者見学) 

12～2 月 県･市町職員向け活用ｾﾐﾅｰ 
（県内 8地域） 

約 210 名(県･市町職員
の希望者) 

講習(関係法令、ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ、活用事例) 

      

４ 令和元年度の総括と今後の検討課題 
  

得られた成果 

① 地上からの調査等と比べ短時間で広範囲の調査等が可能であり、効率性が大幅に向上 

② 調査地（山等）や災害時の被害箇所への立入りが不要であり、作業の安全性が大幅に向上 

③ 従来はできなかった新たな活用方法を開拓（遠隔地の測量、夜間捜索等）→新たな行政ｻｰﾋﾞｽの可能性 

 

今後の検討課題  

 

 

→ 

対応方針案（R2 年度に更なる専門的分析及び体系化を図る） 

①個別事業での成果検証に留

まっている 

個別の事業成果をﾉｳﾊｳとして体系化（目的別に最適なﾄﾞﾛｰﾝ機体･飛行方

法・利用可能電波・ｶﾒﾗ等の条件や調整すべき関係先を整理） 

②少数の条件下でのｺｽﾄ情報

しか得られていない 

ｺｽﾄの更なる詳細な検証（飛行面積･ﾃﾞｰﾀ精度等とｺｽﾄの相関分析、ｺｽﾄ低

減に資するﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄ面の条件検討） 

③取組・実証成果の情報発信

の効果が限定的 

より効果的な情報発信の検討（実証成果の効果的な編集・県内外への広

報(特設 Web ｻｲﾄ、学会発表等)、取得ﾃﾞｰﾀのｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ化） 

→ﾄﾞﾛｰﾝ利活用に係る最適な条件（技術面・ｺｽﾄ面）の体系化と民間利活用を含む効果的な普及啓発 

 

５ 令和２年度の実施予定 

官民でのﾄﾞﾛｰﾝ本格活用を目指し、行政分野では R1 の課題を踏まえた深掘り検証等を実施。民間分野では公

益性が高いが規制等により民間単独では実証困難な分野において、官民連携して実証検証を実施。また、上記

検討課題の整理・体系化を図るとともに、県内ﾄﾞﾛｰﾝ関連産業育成のため企業ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄを実施。 

R1 年度 R2,3 年度 R4 年度～ 

県･市で先行的に利活用                 民間での活用促進 

多様な行政

分野で先行

的に利活用

を検証 

行政 

分野 

①実用化に向けた深掘り検証 

②新たな利活用方法の検証 
官民による多様

な分野でのﾄﾞﾛｰ

ﾝの本格活用(ﾚ

ﾍﾞﾙ 3、ﾚﾍﾞﾙ 4)を

実現 

官 民 連 携 

分野 

③官民連携分野での共同ﾓﾃﾞﾙ事業(公益性･実証性が高いもの) 

④企業ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄによる民間での利活用･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ展開の促進 

共通 

項目 

⑤有識者会議の開催 

⑥普及啓発（検証成果の県内・全国向け発信等） 

⑦検討課題の専門的分析・体系化（委託調査） 

 実施体制：①② 県･神戸市、③～⑥(公財)新産業創造研究機構、⑦分析等の専門機関 
 

R2 年度 検証テーマ案（具体的な実施内容は今後検討・調整） 
区分 分野 内容 

行政分野 ①深掘り検証 防災 遠隔避難広報（ﾚﾍﾞﾙ３） ※R1 の避難広報(2(1)①)の深掘り 

農林 野生動物生息調査（複数機体同時運用） 

※R1 の鳥獣対策(2(6))、ﾆﾎﾝｼﾞｶ生息状況調査（2(14)）の深掘り 

②新たな利活用 点検 貯水施設の遠隔点検（ﾚﾍﾞﾙ３）、ﾘｽｸ AI 判定 

防災 海難救助（救命具投下） 

土木 海岸道路護岸等のｲﾝﾌﾗ点検 

官民連携分野 

（公益性、実証性、新規性を

重視） 

物流 災害時・交通困難地域等における物流実証 

農業 農業（生育状況の把握、AI による施肥管理） 

その他 検証ﾃｰﾏそのものを公募 

＜問い合わせ先＞ 産業労働部産業振興局新産業課情報・産学連携振興班 TEL 078-362-3054 

     

(12)固定翼による広域(約 300ha)の 3D 点群画像  (13)港湾施設の 3D 点群画像   (14)赤外線ｶﾒﾗに映ったｼｶ 

国際ﾌﾛﾝﾃｨｱ産業ﾒｯｾ     ふれあいﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ      安全の日のつどい    県･市町職員向け活用ｾﾐﾅｰ 


